
子ども・子育て新システムに関する意見書 

 

国では、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的、一元的な

システムの構築を目指し検討を重ねる中、本年６月、子ども・子育て新システ

ム基本制度案要綱を公表しました。 

要綱には、子ども・子育て関連の国庫補助負担金等から成る財源を一本化し、

市町村に対して包括的に交付する、（仮称）子ども・子育て包括交付金の導入

や、実施主体である市町村が自由度を持って地域の実情に応じたサービス・給

付を提供できることなどがうたわれています。 

市町村の自由度を尊重するとしているものの、市町村の積極的な取組を引き

出すために、財源の裏付けを含めて国がどういう役割を果たすのか具体的なも

のが見えてきません。 

国と地方の役割に関する具体的な制度設計に向け、大都市とは課題が異なる

地方の意見も十分に反映させるとともに、実施に当たっては、市町村が行うサ

ービス・給付に対し、財源の裏付けを確実に行うことが求められます。 

よって、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要請し、地方自

治法第99条の規定により意見書を提出します。 

                 記 

１ 実施主体である市町村が行うサービスに対し、財源の裏付けを確実に行うこ

と。 

２ 地方の意見も十分に反映させた制度とすること。 

３ 地方の負担金については、市町村と十分協議すること。 
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